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＜体制、要件、人員・設備基準等＞
○ 短期入所療養介護を行う老健の請求事業者数が増加していることや、個別リハビリテーション実施加算を半数以上
が算定されていることは、老健が利用者の機能の維持・改善を図りながら在宅支援を進めていることによる結果では
ないか。

○ 老健の在宅療養支援機能、医療機能の強化として、短期入所療養介護で所定疾患施設療養費の算定を可能とするこ
とも考えられるのではないか。

○ 介護老人保健施設が提供する短期入所療養介護の在り方について、短期入所生活介護と利用目的、医療ケアの割合
等々に差がないのであれば、短期入所生活介護に合わせる方向でサービス費を見直すべきではないか。

○ 老健が在宅療養支援をする上で、入院するのではなく、老健の医療機能をできるだけ活用しながら短期入所を利用
するということが非常に有用である。

○ 基本サービス費の大きな骨格は人件費であり、短期入所生活介護と短期入所療養介護は配置基準が異なっていると
いうことを前提に考える必要があるのではないか。

＜各種加算＞
○ 新型コロナ対応で、補正予算を活用し、在宅での生活が困難となった高齢者の緊急的な受入れを短期入所生活介護
の事業者の協力を得て行っている例もあるが、感染症対応に伴う緊急時の受入れに関して、緊急短期入所受入加算を
増額するなど、恒常的な対応を検討するべきではないか。

○ 短期入所療養介護は、医療的ケアの必要性のある方を入れて負担が大きいにもかかわらず、緊急短期入所受入加算
の算定日数が７日間であることは不自然であり、算定限度日数を短期入所生活介護と統一するべきではないか。
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これまでの分科会における主なご意見(短期入所療養介護)
※ 第176回以降の介護給付費分科会で頂いたご
意⾒について事務局の責任で整理したもの
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論点①介護老人保健施設が提供する短期入所療養介護の在り方

 介護老人保健施設が提供する短期入所療養介護について、短期入所生活介護と利用目的、提供
サービスが類似している実態があることを踏まえて、医療ニーズのある利用者の受入を促進する観
点、介護老人保健施設の在宅療養支援機能を推進する観点から、どのような対応が考えられるか。

論点①
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 介護老人保健施設が提供する短期入所療養介護について、短期入所生活介護との利用目的及び提
供サービスの類似性の観点から、基本サービス費を見直してはどうか。
 その上で、医療ニーズのある利用者の受入を促進する観点及び介護老人保健施設の在宅療養支援
機能を推進する観点から、介護老人保健施設が提供する短期入所療養介護において、医師が診療計
画に基づき必要な診療、検査等を行い、退所時にかかりつけ医に情報提供を行う総合的な医学的管
理を評価してはどうか。

対応案

【総合的な医学管理の評価のイメージ】
総合医学管理加算（仮称）（新設）
＜要件等＞
・入所に際して医師が必要な診療、検査等を行い、診療方針を定めて文書で説明を行うこと
・医師を中心とした多職種共同により診療計画を策定すること
・当該診療計画について、入所から3日以内に、入所者に対し文書で説明を行うこと
・退所時に、当該入所者の主治医に対して診療状況の情報提供を行うこと
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出典：平成２８年度老人保健健康増進等事業「介護老人保健施設における在宅療養支援のあり方に関する調査研究事業報告書」

○ 短期入所療養介護、短期入所生活介護の利用目的については、老健・特養ともレスパイトが最多
で、老健では次いで家族の外出、リハビリとなり、特養では次いで家族の体調不良、他施設入所ま
での待機であった。

短期入所療養介護の利用目的

短期入所療養介護・短期入所生活介護の利用目的

社保審－介護給付費分科会

第188回（R2.10.15） 資料５
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出典：平成２４年度老人保健健康増進等事業「介護サービス事業所における医療職のあり方に関する調査研究事業報告書」

○ 事業所内で実施している医療的ケアが「なし」となった利用者の割合は、介護老人福祉施設併設
型短期入所生活介護で74.8%、介護老人保健施設併設型短期入所療養介護で75.5％、単独型の短期入
所生活介護で76.9％であった。

短期入所療養介護の利用目的

事業所内で利用者に対して実施している医療的ケア

社保審－介護給付費分科会

第188回（R2.10.15） 資料５
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医療ニーズ対応の向上

緊急時の受入れ

短期入所療養介護の受入れの状況

（資料出所） 「レスパイトケアの推進に資する短期入所生活介護のあり方に関する調査研究事業（居宅介護支援専門員調査）」
（平成23年度老人保健健康増進等事業）

○ ６か月間、短期入所療養介護の利用がなかった理由は、「空床がなく受入れができなかったから」及び
「ケアマネジャーから依頼がなかったから」が多い。

○ 一方で、ケアマネジャーからは、「緊急時の受入れ」及び「医療ニーズ対応の向上」の要望が多い。

○ 医療ニーズの高い利用者の受入れを断られた経験が「よくある」及び「ときどきある」と回答したケアマ
ネジャーは約８割である。
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短期入所生活介護

短期入所療養介護

医療ニーズの高い利用者の受入れを断られた経験（複数回答）ケアマネジャーの短期入所療養介護に対する要望（複数回答）

31.3%

87.5%

2.5%

2.5%

17.5%

32.5%

67.5%
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12.5%

41.7%

45.8%

病状が不安定だったため、受入れができなかったから

採算が取れないから

病状が不安定なため、入院で対応したから

ケアマネジャーから依頼がなかったから

空床が少なく、受入れができなかったから

施設において利用がなかった理由（複数回答） 診療所n=24 病院n=40 老健n=16

（資料） 「医療依存度の高い要介護高齢者の在宅生活継続のための短期入
所療養介護のあり方に関する調査」（平成23年度老人保健健康増進等事業）

社保審－介護給付費分科会

第82回（H23.10.17）
資料1-5

(一部改変)
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7
出典：平成30年度老人保健健康増進等事業「有床診療所と介護支援専門員との円滑な連携に向けた調査研究事業」

○ 介護支援専門員に対する調査によると、医療ニーズの高い利用者に対する短期入所療養介護の充
足状況は「どちらかといえば不足している」・「不足している」が併せて74.3％であった。

○ 医療ニーズの高い利用者の短期入所療養介護において重視するサービス等は、「医療ニーズに対
応した緊急的な受入」が86.9%、「レスパイトケア」が74.2%、「医療ニーズに対応した計画的な受
入れ」が59.5%であった。

医療ニーズの高い利用者に対する短期入所療養介護
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医療ニーズの高い利用者に対する短期入所療養介護の介護サービスの充足状況
(n=1,173)

医療ニーズの高い利用者の短期入所療養介護において重視するサービス等
(複数回答) (n=1,173)

社保審－介護給付費分科会

第188回（R2.10.15） 資料５



論点②緊急短期入所受入加算の見直し

 緊急短期入所受入加算の算定については、７日を限度としているが、在宅高齢者の緊急時の宿泊
ニーズを受け止めることができるようにする観点から、どのような対応が考えられるか。

論点②
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 「７日以内」の日数要件について、短期入所生活介護との均衡を考慮し、「７日以内を原則とし
て、家族の疾病等やむを得ない事情がある場合には14日以内」に見直してはどうか。

対応案

短期入所生活介護
（定員を超える場合）

短期入所療養介護

要件

・利用者の状況や利用者家族等の事情により、
居宅介護支援事業所の介護支援専門員が緊急
に必要と認めた場合であること。

・居宅サービス計画に位置づけられていない
こと。

・当該利用者及び他の利用者の処遇に支障が
ないこと。

・利用者の状況や利用者家族等の事情により、居宅介
護支援事業所の介護支援専門員が緊急に必要と認めた
場合であること。

・居宅サービス計画に位置づけられていないこと。

日数
７日以内
（利用者家族の疾病等やむを得ない事情があ
る場合には14日以内）

＜見直し案＞
７日以内⇒ ７日以内

（利用者家族の疾病等やむを得ない事情
がある場合には14日以内）



注） グラフは介護保険総合データベースの任意集計（各月サービス提供分）。

緊急短期入所受入加算の算定状況
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社保審－介護給付費分科会

第188回（R2.10.15） 資料５
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要介護状態となった場合も、利用者が可能な限り居宅において、その有する能力に応じ自立した日
常生活を営むことができるよう、看護、医学的管理の下における介護、機能訓練その他必要な医療、
日常生活上の世話を行うことで、療養生活の質の向上及び利用者の家族の身体的及び精神的負担の軽
減を図るものでなければならない。

短期入所療養介護の概要

短期入所療養介護を行うことのできる施設は次のとおり。必要な人員・設備等は、原則、施設毎の満
たすべき基準による。
○ 介護老人保健施設
○ 療養病床を有する病院若しくは診療所
○ 診療所（療養病床を有するものを除く。）
○ 介護医療院

※診療所（療養病床を有するものを除く。）においては、以下の要件を満たすこと。
・床面積は利用者１人につき6.4㎡とすること
・浴室を有すること
・機能訓練を行うための場所を有すること

必要となる人員・設備等

短期入所療養介護の概要・基準
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施設基準等

短期入所療養介護の基準

施設類型

基準等

介護老人
保健施設

介護医療院

介護療養型医療施設
介護療養型医療施設以外

病院 診療所

病院 診療所
医療

療養病床
一般病床 医療

療養病床
一般病床

みなし指定 あり あり あり あり あり － あり なし

病室・居室
面積

8.0㎡ 8.0㎡ 6.4㎡ 6.4㎡ 6.4㎡ － 6.4㎡ 6.4㎡

機能訓練室
面積

1㎡/定員 40㎡ 40㎡ 十分な広さ 40㎡ － 十分な広さ 十分な広さ

看護・介護
職員

看護・介護
３：１

（うち、看護
2/7標準）

看護 ６：１

介護 ５：１
(Ⅰ型)

６：１
(Ⅱ型)

看護 ６：１

介護 ６：１

看護 ６：１

介護 ６：１

看護 ６：１

介護 ６：１
－

看護 ６：１

介護 ６：１

看護・介護
３：１
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要支援
１

613
単位

要支援
２

768
単位

要介護
１

829
単位

要介護
２

877
単位

要介護
３

938
単位

要介護
４

989
単位

要介護
５

1,042
単位

３時間以上４時間未満：656単位

４時間以上６時間未満：908単位

６時間以上８時間未満：1,261単位

※常時看護職員による観察を必要とする難病等を有する重度者又はがん末期の利用者を想定

短期入所療養介護の報酬

利用者の状態に応じたサービス提供や
施設の体制に対する加算・減算

利用者の要介護度等に応じた基本サービス費
（基本型介護老人保健施設の多床室の場合）

○ 日帰りの場合（要介護者のみ）

○ 宿泊の場合

※ 加算・減算は介護老人保健施設の場合の主なものを記載

定員を超えた利用や人員配置基準に違反
（▲30％）

介護福祉士や常勤職員等
を一定割合以上配置
（サービス提供体制強化加算）

介護職員処遇改善加算

(Ⅰ)3.9％ (Ⅱ)2.9％ (Ⅲ)1.6％
(Ⅳ)加算Ⅲ×0.9 (Ⅴ)加算Ⅲ×0.8

介護職員等特定処遇改善加算
(Ⅰ) 2.1％ (Ⅱ) 1.7％

認知症行動・心理症状の方の
緊急的な受け入れ
（200単位/日）
若年性認知症利用者
の受け入れ
（120単位/日）

夜勤職員の手厚い配置
(注：宿泊のみ)

（24単位/日）

夜勤を行う職員の勤務条件基準を満たさない場合
（▲３％）

個別リハビリテーション
の実施
（240単位/日）

重度者に対する医学的管
理と処置
（120単位/日）

緊急の利用者を受け入れた場合
(注：要介護者のみ 開始日から7日間のみ)

（90単位／日）

・介護福祉士６割以上：18単位
・介護福祉士５割以上：12単位
・常勤職員等 ：６単位
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出典：厚生労働省「介護給付費実態統計（旧：調査）」（各年４月審査分）

短期入所療養介護の請求事業所数

※請求事業所数には、月遅れ請求分及び区分不詳を含む。

※介護予防サービスは含まない。

3,145 3,160 3,180 3,204 3,191 3,219
3,361 3,365 3,422 3,481 3,456 3,444 3,527

42542 466 418 371 322 293
279 252 234 216 209 171
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介護老人保健施設 介護医療院 病院 診療所

○ 平成31年の請求事業所数は3,781事業所であり、介護老人保健施設は年々増加傾向、病院及び診療所
は減少傾向である。
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短期入所療養介護の実施状況

出典：令和元年度介護報酬改定検証・研究調査「医療提供を目的とした介護保険施設におけるサービス提供実態等に関する調査研究事業」

○ 介護老人保健施設において、緊急短期入所受入加算を算定した利用者が短期入所療養介護の利用
者数に占める比率は1.7％〜1.8％程度であった。

回答件数 平均値 標準偏差 中央値
介護老人保健施設 520 1.7 6.2 0.0

超強化型 127 2.3 9.3 0.0
在宅強化型 58 0.9 1.6 0.0
加算型 182 2.0 4.8 0.0
基本型 131 1.4 5.8 0.0
その他型 22 0.7 2.7 0.0

緊急短期入所受入加算を算定した利用者が短期入所療養介護の利用者数に
占める比率（2019年4月～9月）（施設類型別）(n＝520)

緊急短期入所受入加算を算定した利用者が短期入所療養介護の利用者数に
占める比率（2019年7月～9月）（施設類型別）(n＝520)

回答件数 平均値 標準偏差 中央値
介護老人保健施設 520 1.8 7.4 0.0

超強化型 127 2.4 9.5 0.0
在宅強化型 58 1.1 1.9 0.0
加算型 182 1.8 5.2 0.0
基本型 131 1.7 9.4 0.0
その他型 22 0.6 2.7 0.0

合計値 平均値 標準偏
差

中央値

4月 6,654 12.8 13.7 9.0

うち緊急短期入所受入加算
を算定した利用者数 88 0.2 0.6 0.0

5月 6,994 13.5 14.1 10.0

うち緊急短期入所受入加算
を算定した利用者数 100 0.2 0.6 0.0

6月 6,955 13.4 14.1 9.0

うち緊急短期入所受入加算
を算定した利用者数 100 0.2 0.6 0.0

7月 6,882 13.2 13.7 9.0

うち緊急短期入所受入加算
を算定した利用者数 109 0.2 0.6 0.0

8月 6,787 13.1 13.2 9.0

うち緊急短期入所受入加算
を算定した利用者数 105 0.2 0.6 0.0

9月 6,866 13.2 13.6 9.0

うち緊急短期入所受入加算
を算定した利用者数 96 0.2 0.6 0.0

短期入所療養介護の利用者数（2019年4月～9月）（n=520）


